
2026年度末目標 2024年実績 2025年実績 新規・変更 目標

2022年度末施設入所者

数の6％以上

78人以上

（３か年の合計）
29人 25人

2025年度末の施設入所者

数の6％以上
74人以上

2022年度末の

5％以上削減
目標設定なし 1,244人 1,234人

2025年度末の

5％以上削減
目標設定なし

325.3日以上 数値目標なし ― ― 319.3日以上
都道府県指標のため

目標設定なし

3ヶ月 68.9%以上 68.9%以上 71.4% 78.9%

6ヶ月 84.5%以上 84.5%以上 82.6% 90.4%

1年 91.0％以上 91.0％以上 91.7% 94.3%

65歳以上
県から目標数値を

割り当て
775人 823人 777人 65歳以上 計算式

65歳未満
県から目標数値を

割り当て
501人 509人 482人 65歳未満 計算式

新規 75歳以上 計算式

新規
40歳以上の認知症
である者

計算式

退院後90日時点 10.3%以下

退院後180日時点 17.4%以下

退院後365日時点 25.7%以下

新規
2033年度末までに

全国で100万人

県の目標値をもとに

按分して算出予定

新規 Ｋ６を活用して評価

K6に関する調査が都道

府県単位での算出とな
るため、目標設定なし

2021年度実績の

1.28倍以上
392人以上 319人 374人

2024年度実績の

1.31倍以上
418人

2021年度実績の
1.31倍以上

249人以上 159人 189人
2024年度実績の

1.14倍以上
181人

2021年度実績の
1.29倍以上

48人以上 88人 107人
2024年度実績の

1.52倍以上
134人

2021年度実績の
1.28倍以上

95人以上 72人 78人
2024年度実績の

1.67倍以上
120人

就労移行支援事業所の
5割以上

就労移行支援事業所
の５割以上

３割

（23事業所の
うち７事業

所）

３割７分

（27事業所の
うち10事業

所）

就労移行支援事業所の
5割以上

就労移行支援事業所の
5割以上

2021年度末実績の1.41

倍以上
237人以上 188人 199人

2024年度末実績の

1.47倍以上
276人

2割5分以上 2割5分以上

３割７分
（19事業所の
うち７事業

所）

１割９分
（21事業所の
うち４事業

所）

就労定着支援事業所の
2割5分以上

就労定着支援事業所の
2割5分以上

新規
協議会の設置圏域ごと

に１事業所以上
各区に１事業所以上

目標設定なし
協議会（就労支援部会）

の設置

設置済みのため

目標設定なし

新規 全国八万二千人以上 県と調整中

施設入所者の削減（人）

第7期神戸市障がい福祉計画・第3期神戸市障がい児福祉計画

第７期・第３期　国指針

障害者支援施設から地域生活への移行者数（人）
施設入所者の地域
生活への移行

障害者支援施設から地域生活への移行者数（人）

精神障がいにも対
応した地域包括ケ

アシステムの構築

退院後１年以内の地域における平均生活日数

（日）

施設入所者の削減（人）

退院患者の精神病床への
30日以上の再入院率（割

合）

心のサポーター数

就労定着率が7割以上となる就労定着支援事業所

の割合

就労定着率が7割以上となる就労定着支援事業所の割

合

入院後の退院率（％）

長期在院者数の減少

（人）

１年以上

長期在院者数の減少
（人）

うち、就労移行支援事業

うち、就労移行支援A型 うち、就労移行支援A型

うち、就労移行支援B型

就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ
移行した者の割合が5割以上の事業所

就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移
行した者の割合が5割以上の事業所

一般就労移行者のうち就労定着支援事業者の利用
者数

一般就労移行者のうち就労定着支援事業者の利用者
数

福祉施設から一般
就労への移行等

福祉施設からの就労移行者数（人） 福祉施設からの就労移行者数（人）

精神障がいにも対
応した地域包括ケ

アシステムの構築

福祉施設から一般
就労への移行等

地域の就労支援ネットワークを強化し、雇用や福祉等

の関係機関が連携した支援体制の構築を推進するた

め、協議会（就労支援部会）等を設けて取組を進める

削除

新規

第8期神戸市障がい福祉計画・第4期神戸市障がい児福祉計画

住民のこころの状態

就労選択支援事業所の設置

就労選択支援を利用する障がい者の数

退院後１年以内の地域における平均生活日数（日）

施設入所者の地域
生活への移行

地域の就労支援ネットワークを強化し、雇用や福祉等の関

係機関が連携した支援体制の構築を推進するため、協議会

（就労支援部会）等を設けて取組を進める

うち、就労移行支援事業

うち、就労移行支援B型

第８期・第４期　国指針

県の目標値をもとに

按分して算出予定

国は都道府県単位での
目標設定を想定。加え
て左記数値に関して市

で把握することが困難
なため、目標設定なし
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2026年度末目標 2024年実績 2025年実績 新規・変更 目標

第7期神戸市障がい福祉計画・第3期神戸市障がい児福祉計画

第７期・第３期　国指針

第8期神戸市障がい福祉計画・第4期神戸市障がい児福祉計画

第８期・第４期　国指針

1か所以上 目標設定なし 削除

新規 機能の確保 確保

目標設定なし 体制の構築
構築済みのため
目標設定なし

新規 設置 設置

目標設定なし 体制の確保
確保済みのため
目標設定なし

目標設定なし 取組の推進
取組を進めているため

目標設定なし

1か所以上 目標設定なし 1か所以上
確保済みのため

目標設定なし

1か所以上 目標設定なし 1か所以上
確保済みのため
目標設定なし

目標設定なし 変更 設置 設置

目標設定なし 変更 配置 配置

設置 設置済み 設置済み 設置
設置済みのため
目標設定なし

新規

保健、医療、障害福祉、

保育、教育、就労支援等
の関係機関との連携体制
を確保した上で、障害児

相談支援を利用していな
い場合も含め、障害児及

びその家族への伴走的な
相談支援の体制を確保

県と調整中

新規

強度行動障害の状態にあ
る児に関して、その状況

や支援ニーズを把握し、
地域の関係機関が連携し

た支援体制の整備

県と調整中

障害児支援の
提供体制の整備等

児童発達支援センターの設置

児童発達支援センターや地域の障害児通所支援事業所等が

保育所等訪問支援等を活用しながら、障害児の地域社会へ

の参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構築

児童発達支援センターや地域の障害児通所支援事業所

等が保育所等訪問支援等を活用しながら、障害児の地

域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進す

る体制を構築

児童発達支援センター、特別支援学校（聴覚障害）
等を活用し、難聴児支援の中核的機能を果たす体制
を確保

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の
確保

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所
の確保

児童発達支援センター、特別支援学校（聴覚障
害）等を活用し、難聴児支援の中核的機能を果た
す体制を確保

新生児聴覚検査から療育につなげる連携体制の構築

に向けた取組を進める

新生児聴覚検査から療育につなげる連携体制の構

築に向けた取組を進める

児童発達支援センターの中核的な支援機能の確保

(1)幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援
機能

(2)地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバ
イズ・コンサルテーション機能
(3)地域のインクルージョン推進の中核としての機能

(4)地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス
事業所の確保

インクルージョン推進のため、保育、子育て支援、
教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設
置

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置 医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置

障害児支援の
提供体制の整備等

障害児及びその家族への伴走的な相談支援体制の確
保

重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービ
ス事業所の確保

医ケア児等支援のため、保健、医療、障害福祉、保

育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の
場の設置

医ケア児等支援のため、保健、医療、障害福祉、

保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協
議の場の設置

強度行動障害の状態にある児の支援のための体制の
整備

障害児入所施設からの移行調整に係る協議の場の
設置

障害児入所施設からの移行調整に係る協議の場の設
置
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2026年度末目標 2024年実績 2025年実績 新規・変更 目標

第7期神戸市障がい福祉計画・第3期神戸市障がい児福祉計画

第７期・第３期　国指針

第8期神戸市障がい福祉計画・第4期神戸市障がい児福祉計画

第８期・第４期　国指針

整備 目標設定なし

整備

(全ての日常生活圏域を
支援の対象とする)

目標設定なし

目標設定なし 体制の構築 体制の構築

年１回以上の実施 年１回以上実施 実施 実施 年１回以上の実施 実施

実施 実施 実施 体制の整備 県と調整中

目標設定なし 変更 体制の確保 確保

目標設定なし 変更 体制の確保 確保

新規
のぞまないセルフプラン

の件数をゼロにする
県と調整中

実施

実施

設置

設置

目標設定なし 体制の構築
構築済みのため
目標設定なし

新規
障害福祉サービス等情報

公表制度の情報の公表率
及び更新率100％

公表率・更新率 100％

障害福祉サービス等

の

質を向上させるため

の取組に係る体制の

構築

地域生活支援の充

実

地域生活支援拠点等の整備 地域生活支援拠点等の整備

相談支援体制
の充実・強化等

基幹相談支援センターの設置および地域の相談支

援体制の強化を図る体制の確保

運用状況の検証および検討

強度行動障害を有する者に関し、状況や支援ニー

ズを把握し、地域の関係機関が連携した支援体制
の整備を進める

強度行動障害を有する者に関し、状況や支援ニーズ

を把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の整
備を進める

基幹相談支援センター、地域生活支援拠点等及び協
議会の設置・整備を行った上で連携させること、お

よび地域の相談支援体制の強化を図る体制の確保

障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組
に関する事項を実施する体制構築

協議会における個別事例の検討を通じた地域サー

ビス基盤の開発・改善等を行うとともに、取組を
行うために必要な協議会の体制確保

基幹相談支援センターが協議会の運営に関与し、個

別事例の検討を通じて地域における障害者の支援体
制の整備に取り組む体制を確保する

当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上
やこれを通じた職場環境改善及び経営改善支援に向

けた関係者の連携を図る協議会を設置し、ワンス

トップ窓口との連携を図る

運用状況の検証および検討

相談支援専門員、サービス管理責任者、児童発達支

援管理責任者等の養成に向けた研修を実施

当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上
の取組を推進するため、人材確保や生産性向上に関

するワンストップ窓口を設置することを基本とする

新規

意思決定支援ガイドライン等の普及啓発及びガイド

ラインを活用した研修の実施

利用者の個々のニーズに応じた良質なサービスの選
択や、事業者が提供するサービスの質の向上

障がい福祉サービス等の質を向上させるための取
組に関する事項を実施する体制構築

地域生活支援の充

実

相談支援体制
の充実・強化等

障害福祉人材の確
保・定着、当事者
視点に立ったケア

の充実のための生
産性向上

障害福祉サービス等

の

質を向上させるため

の取組に係る体制の

構築

セルフプランに関する分析等を行うとともに、相談

支援専門員の計画的な養成等を通じて相談支援体制
の充実・強化等を図る

地域生活支援拠点等への効果的な支援体制
及び緊急時の連絡体制の構築

都道府県指標のため

目標設定なし

地域生活支援拠点等への効果的な支援体制
及び緊急時の連絡体制の構築
（拠点コーディネーターの配置、障害福祉サービス

事業所等の担当者を配置）
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